
東日本大震災復興特別会計 令和５年度特別会計財務書類の概要 

 

 

（カッコ内は前年度からの増減額） 

（資産） 
・現金・預金           1,573億円（△622億円） 
日本銀行預金         1,573億円（△622億円） 

・貸付金               224 億円 （△77 億円） 

(独)日本学生支援機構    153 億円 （△66 億円） 
・国有財産（公共用財産除く） 211 億円  （＋6 億円） 

土地                2 億円  （＋2 億円） 
建設仮勘定             208 億円  （＋3 億円） 

・出資金             7,819 億円（＋226 億円） 
 （株）日本政策金融公庫  6,554 億円 （△28 億円） 
・国債整理基金        3,380億円 （△212億円） 
 有価証券           3,380億円 （△212億円） 
（負債） 
・公債             48,775億円（△3,053億円） 
 復興債           48,775 億円（△3,053 億円） 
  

 

１．貸借対照表 

（資産） 

現金・預金･･･日本銀行預金の減    △622 億円  

出資金･･･評価差額の増         ＋226 億円 

国債整理基金･･･有価証券の減      △212 億円 

（負債） 

公債･･･復興債の償還減        △3,053 億円 

２．業務費用計算書 

補助金等･･･支出の減             △463億円 

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入 

･･･繰入の減               △296 億円 

庁費等･･･支出の減                △387 億円 

３．資産・負債差額増減計算書 

令和5 年度業務費用合計と財源合計との差額（財源超過） 

1,252 億円 

（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純利益」に相当 

４．区分別収支計算書 

財源･･･一般会計からの受入の減等 △2,525 億円 

業務支出･･･補助金等支出の減等   ＋1,327 億円 

公債の償還による支出 

･･･復興債の償還による支出の減   ＋552 億円 

 業務費用計算書 (単位:十億円） 

 4年度 5年度 増減 

人件費 6 6 △0 

賞与引当金繰入額 0 0 0 

退職給付引当金繰入額 0 0 △0 

補助金等 226 180 △46 

委託費等 25 21 △4 

独立行政法人運営費交付金 3 2 △0 

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入 91 62 △29 

庁費等 278 240 △38 

公債事務取扱費 0 0 △0 

その他の経費 2 3 1 

減価償却費 0 0 △0 

償還免除引当金繰入額 0 0 0 

貸倒引当金繰入額 0 0 △0 

支払利息 △3 △3 0 

公債償還損益 △0 - 0 

資産処分損益 △0 △0 0 

出資金評価損 5 2 △2 

本年度業務費用合計 637 517 △120 

 

 
資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 4年度 5年度 増減 

前年度末資産・負債差額 △3,976 △3,777 199 

本年度業務費用合計 (A) △637 △517 120 
財源合計 (B) 800 642 △158 

目的税等収入 470 461 △9 

無償所管換等 29 68 39 

資産評価差額 7 37 29 

その他資産・負債差額の増減 - 2 2 

本年度末資産・負債差額 △3,777 △3,544 232 

（参考） (A) + (B) 162 125 △37 
 

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 4年度 5年度 増減 

業務収支 465 345 △119 

 財源 1,114 861 △252 

 業務支出 △648 △516 132 

財務収支 △245 △188 57 

公債の償還による支出 △243 △187 55 

利息の支払額等 △2 △0 2 

本年度収支（業務収支＋財務収支） 219 157 △62 

翌年度歳入繰入 219 157 △62 

    
    

本年度末現金・預金残高 219 157 △62 

主な増減内容等 

 貸 借 対 照 表  
(単位:十億円） 

 4年度 5年度 増減  4年度 5年度 増減 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 219 157 △62 未払金 0 0 △0 

未収金 0 0 0 未払費用 0 0 0 

前払金 18 13 △4 賞与引当金 0 0 0 

前払費用 0 0 0 公債 5,182 4,877 △305 

貸付金 30 22 △7 退職給付引当金 4 3 △0 

他会計繰戻未収金 0 0 △0 その他の債務等 0 0 0 

その他の債権等 3 2 △0     

貸倒引当金 △0 △0 △0     

償還免除引当金 △0 △0 △0     

有形固定資産 20 21 0     

国有財産（公共用財産除く） 20 21 0     

物品 0 0 0     

無形固定資産 0 0 △0 負債合計 5,188 4,882 △305 

出資金 759 781 22 ＜ 資産・負債差額の部 ＞    

国債整理基金 359 338 △21 資産・負債差額 △3,777 △3,544 232 

資産合計 1,411 1,338 △72 負債及び資産・負債差額合計 1,411 1,338 △72 

貸借対照表の主な科目の内訳  

1．東日本大震災復興特別会計の設置目的 

東日本大震災からの復興に係る国の資金の流れ

の透明化を図るとともに復興債の償還を適切に

管理するため、復興事業に関する経理を明確に

することを目的とする。 

 

 

２．東日本大震災復興特別会計の業務内容 

 ①災害救助等関係事業 

 ②復興関係公共事業等 

 ③災害関連融資関係事業 

 ④地方交付税交付金 

⑤原子力災害復興関係事業 

 ⑥その他 

 

３．定員数 ７９９ 人 

 

 

４．主な資金の流れ 

一般会計から受入 

国債整理基金特別会計へ繰入 

復興債の償還金、利子等の繰入  

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入 

復興費用の繰入 

独立行政法人及び政府関係機関等 

復興事業に係る出資金及び補助金等の支出 

 

 

５．歳入歳出決算の概要 

収納済歳入額：  8,614 億円 

支出済歳出額：  7,041 億円 

剰余金：        1,573 億円 

東日本大震災復興特別会計の業務等の概要 



東日本大震災復興特別会計 令和５年度特別会計連結財務書類の概要 

 

１．作成目的 

復興特別会計の業務と関連する独立行政法

人等を連結した財務状況を開示。 

２．作成方法 

「特別会計財務書類の作成基準」に基づき作
成（省庁別財務書類と独立行政法人等を合算
し、復興特別会計と独立行政法人等の債権債
務等を相殺消去）。 

３．連結の範囲等 

（連結対象法人） 

・ 中間貯蔵・環境安全事業株式会社（中間貯

蔵事業勘定） 

・ 福島国際研究教育機構 

（連結対象法人と復興特別会計の業務関連性） 

 出資割合 100% 

（連結の基準） 

復興特別会計が所掌している業務と関連する

事務・事業を行っている独立行政法人等を連結

（監督権限及び財政支出の有無により判断）。 

４．特別会計連結財務書類の留意点 

連結に際しては、連結対象法人の既存の財務
諸表を利用し、独立行政法人などの固有の会
計処理について、必要な修正を行った上で連
結している。 

 

 

１．貸借対照表 

（資産） 

出資金･･･相殺消去             △45 億円 

２．業務費用計算書 

 補助金等･･･相殺消去          △68 億円 

委託費等･･･相殺消去          △93 億円 

３．資産・負債差額増減計算書 

令和5 年度業務費用合計と財源合計との差額（財源超過） 

1,295 億円 

（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純利益」に相当 

相殺消去 △2 億円 

４．区分別収支計算書 

財源 

独立行政法人等収入･･･相殺消去 △153 億円 

業務支出 

  補助金等･･･相殺消去         △68 億円 

委託費等･･･相殺消去          △93 億円 

 

 業務費用計算書 (単位:十億円） 

 4年度 5年度 増減 

人件費 7 7 0 

賞与引当金繰入額 0 0 0 

退職給付引当金繰入額 0 0 △0 

売上原価 8 7 △0 

補助金等 226 173 △53 

委託費等 15 13 △2 

独立行政法人運営費交付金 3 2 △0 

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入 91 62 △29 

庁費等 278 240 △38 

公債事務取扱費 0 0 △0 

その他の経費 3 5 2 

減価償却額 0 0 0 

償還免除引当金繰入額 0 0 0 

貸倒引当金繰入額 0 0 △0 

支払利息 △3 △3 0 

公債償還損益 △0 - 0 

資産処分損益 △0 △0 0 

出資金評価損 5 2 △2 

本年度業務費用合計 637 512 △124 

 
資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 4年度 5年度 増減 

前年度末資産・負債差額 △3,976 △3,777 199 

本年度業務費用合計 (A) △637 △512 124 
財源合計 (B) 800 642 △158 

目的税等収入 470 461 △9 

無償所管換等 29 68 39 

資産評価差額 7 37 29 

その他資産・負債差額の増減 - 2 2 

本年度末資産・負債差額 △3,777 △3,539 237 

（参考） (A) + (B) 162 129 △33 

       区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 4年度  5年度 増減 

業務収支 474 360 △114 
 財源 1,124 871 △252 

 業務支出 △649 △511 138 

財務収支 △245 △188 57 

公債の償還による支出 △243 △187 55 

利息の支払額等 △2 △0 2 

本年度収支（業務収支＋財務収支） 229 172 △57 

翌年度歳入繰入等 229 172 △57 
    

    

本年度末現金・預金残高 229 172 △57 

 

特別会計連結財務書類について 特別会計財務書類との主な相違 

 貸 借 対 照 表  (単位:十億円） 

 4年度 5年度 増減  4年度 5年度 増減 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 229 172 △57 未払金 6 6 0 

未収金 0 0 0 未払費用 0 0 0 

前払金 18 13 △4 賞与引当金 0 0 0 

前払費用 0 0 △0 公債 5,182 4,877 △305 

貸付金 30 22 △7 退職給付引当金 4 4 △0 

他会計繰戻未収金 0 0 △0 その他の債務等 0 0 0 

その他の債権等 3 2 △0     

貸倒引当金 △0 △0 △0     

償還免除引当金 △0 △0 △0     

有形固定資産 21 22 1     

国有財産等（公共用財産除く） 20 21 0     

物品等 0 1 0     

無形固定資産 0 0 △0     

出資金 754 777 22 負債合計 5,194 4,889 △304 

その他の投資等 0 0 0 ＜ 資産・負債差額の部 ＞    

国債整理基金 359 338 △21 資産・負債差額 △3,777 △3,539 237 

資産合計 1,417 1,349 △67 負債及び資産・負債差額合計 1,417 1,349 △67 

 


